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※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

別添１０－１

法非適

その他

兼任　１

(商工観光課職員)

事 業 開 始 年 度

施 設 名

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

一部の給湯設備のメンテナンス業務と使用量検針業務を民間委託

なし

なし

～

A泉源・B泉源・C泉源

武雄市観光施設事業経営戦略

策 定 日

事 業 の 内 容

　旧武雄市の総合計画において、本市の新たな滞在型宿泊・保養・スポーツゾーンとして保養村の整

備を計画し、温泉源の開発と併せて、各種保養施設の誘致を行ってきた。給湯事業は昭和45年2月、簡

易保険保養センターのオープンから開始し、平成元年からは武雄市給湯特別会計を設置し現在に至っ

ている。

　現在、宿泊施設や県立宇宙科学館、老人福祉施設など18施設に給湯を行っており安定した使用料を

確保している。

　泉源はA・B・Cの3つを保有しているが、現在はＢ泉源とＣ泉源を使用している。泉源から汲み上げ

られた温泉水は配水池へ一旦送水したあと、自然流下で各施設へ供給している。

　平成16年度には貯湯タンクを2槽に分割する改修工事を行い、より安定的な給湯が出来るようになっ

ている。

事 業 名

団 体 名

職 員 数

事　業　形　態

計 画 期 間

昭和45年度
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

事 業 の 種 類

武雄市

武雄市給湯事業特別会計

民 間 活 用 の 状 況



（２）料　金　形　態

（３）現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１）宿泊客数（観光客数）の見通し

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

　給湯使用料は武雄市給湯条例第5条の規定に基づき、下記従量料金を設定している。料金の水準は、

水道料金を基準に算定している。水道料金の変動やその他特別な事情に応じて設定料金を見直す。

600㎥未満　　　　　　 使用量単価270(円/㎥)

600㎥以上900㎥未満　　使用量単価235(円/㎥)

900㎥以上1,200㎥未満　使用量単価200(円/㎥)

1,200㎥以上　　　　　  使用量単価165(円/㎥)

※給湯使用料は、上記の給湯量に応じた従量料金に、消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額を

加えた額とする。

　R1

¥17,822,212

240%

238%

　H30

　H30

　H30

¥18,861,783

328%

326%

他 会 計 補 助 金 比 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R1 0% 　H30 0%

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R1 0 　H30

※宿泊客数（観光客数）の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。

給湯施設数については、過去5年の伸び率をベースにR11の見通しを算出した。
2022年は九州新幹線西九州ルートの開業で、新たに施設が増加することが予想されるものの、現時点で把握しているR3以降1件増のみ反映している。

　H29 0%

　H29 0

223%

223%　R1

年 間 利 用 状 況

※ 単 位 を 明 記 す る こ と

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

料 金 改 定 年 月 日

（消費税のみの改定は含まない）
平成26年10月1日

　H29

　H29

　H29

　R1 ¥15,842,468

経 常 収 支 比 率

（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

経 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H29 0

企業債残高対料金収入比率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R1 0 　H30 0

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　本市給湯事業は、経常収支比率及び経費回収率が100％を上回っており、一般会計からの繰入金もなく他会計補助金比率も0％のため、健全な経営状態にある。

　年間利用状況は、H30に給湯施設が１施設増加し、既存施設(主にホテル・旅館等宿泊施設)の使用量も増加したことから大幅に料金収入額が増加しており、その後も料金

収入額は増加傾向にある。

　設備の老朽化については、揚湯設備及び配管設備が２～３年後より耐用年数を超過し始めるため十分な財源の確保が必要となる。

　今後は、適切な更新投資を行っていくとともに、高い収益性を活かして民営化も視野に入れた検討を行っていく。
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給湯契約施設数見通し



（２）

（３）

（４）

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。

　現状、武雄市商工観光課職員1名が兼務し管理。その他管工事業者、電気設備業者の業務委託により、使用量検針やメンテナンス業務を行っている。

今後は、事業の民間委託も考慮される。

組織の見通し

施設の見通し

※料金収入の見通しについて、図表などを適宜用いながら、予測の方法（考え方）等も含め、分かりやすく記載すること。必要に応じて過去の推移についても記載すること。

　給湯使用料金については、過去5年の伸び率をベースにR11の見通しを算出した。施設数は現時点で把握しているR3以降1件増を反映して使用料金算出を行っている。

料金収入の見通し

※施設、設備等の老朽化度合、今後の更新見通しについて、図表などを適宜用いながら分かりやすく記載すること。

　H26年の施設整備計画に基づき、老朽化や耐用年数を越えた設備の更新を行う。現在の給湯設備のベースは、H5年策定の基本計画に基づいており、時代の流れによる周辺環境や
経済情勢の変化を反映させた新たな基本計画の策定が必要である。
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給湯使用料金見通し

年度 R3 R4 R5 R6 R7

工事

工事

工事

調査・設計

工事

調査・設計

工事

費用合計 1,076,000 12,000,000 11,000,000 32,000,000 12,000,000

B泉源送水ポンプ更新工事9,000千円

B泉源電気設備更新工事30,000千円　設計2,000千円別途

給湯管改修工事12,000千円　設計2,000千円別途

新規給湯先施設用配管延長工事12,000千円

C泉源揚湯ポンプ更新工事1,076千円

給湯設備改良基本計画スケジュールと更新費用見込み



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２ 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

※目標設定をするにあたり、複数の推計パターン（高位・中位・低位）で試算を行うこと。

　給湯設備の老朽化が進んでおり、揚湯設備や配管設備などの大規模な更新時期を迎えるので、これまで更新のために積立をしてきた基金
の取り崩しを視野に、健全な経営を継続しつつ、優先順位を踏まえて更新を行う。
経常収支比率及び資金回収率100％以上の維持を目指す

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。また、上位計画や他の一般会計における計画との関連性、位置付けに

ついても記載すること。

　本市給湯事業では、経営等について的確な現状把握を行った上で、事業の経営基盤の強化のため、「もっと輝く☆スター戦略☆第2期武雄市まち・ひと・しごと創生総合

戦略」及び「武雄市創造的復興プラン」との整合性を図りながら、中長期的な経営の基本計画である経営戦略を策定する。

　給湯事業は、宿泊施設や福祉施設へ温泉水を供給することで、当市の観光振興と公共の福祉の増進に重要な役割を担っている。今後も現在の給湯先施設への安定供給を

継続するとともに、2022年の九州新幹線西九州ルート開業によるさらなる給湯需要の増加に備え、設備の更新を行いつつ、サービスの向上を図る。

　給湯事業は泉源、揚湯設備、配管設備等の大規模な設備を前提として、サービスを提供する事業であることから、施設への安定供給のためには、設備の適切な維持管理

及び更新が重要である。そこで設備の性能、使用状況、耐用年数を把握し、将来の温泉需要の予測を踏まえ、既存設備の性能の合理化や廃止・統合等の基本計画の検討、

その他経費の削減等に努め、経営基盤の強化を図る。

目 標

※目標設定をするにあたり、複数の推計パターン（高位・中位・低位）で試算を行うこと。
計画期間である令和2年度から令和11年度の収益的収入の大半は、温泉水供給による給湯使用料である。本事業は、設備更新による莫大
な経費を想定し、これまで収入の一部を基金として積立を行ってきた。財源の不足の見込みはなく、一般会計からの繰入金は想定していな
い。
経常収支比率100％以上の維持を目指す。

※計画期間内に実施する主な投資の内容（施設名、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記載すること。

※収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　給湯設備の老朽化が進んでおり、揚湯設備や配管設備などの大規模な更新時期を迎える。建設改良費が、同時期に集中することがないように優先順位を踏まえた計画的

な更新を行う。

(建設改良費)

令和3年度　C泉源揚水ポンプ取替工事　　　　1,076千円

令和4年度　新規給湯先施設用配管延長工事　12,000千円

令和5年度　B泉源送水ポンプ更新工事　　　　9,000千円

令和6年度　B泉源電気設備更新工事　　　 　30,000千円

令和7年度　給湯管改修工事　　　　　　　　12,000千円

※財源（料金、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。

※また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載すること。

　計画期間の収益的収入の大部分は、給湯使用料金である。大規模な更新に備え、毎年基金を積み立てており、今後見込まれる建設改良費については、基金の取崩しを行

うことで、一般会計からの繰入金を行わず、独立採算制を維持する。

※投資以外の経費（委託料、管理運営費、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。

※収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含む。）について、内容（対象施設、時期、金額など）を記載

すること。

　職員給与費については、市商工観光課職員が本事業の事務を併任しており、市長部局の制度に準じている。

民間の資金・ノウハウの活用については、R2年度より月々のメータ検針業務を民間委託したことにより、本事業にかかる職員の拘束時間の改善を行った。今後も事業のさ

らなる民間委託を進めていくとともに、完全民営化、民間企業への事業譲渡等も視野に入れて検討を重ねていく。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

委 託 料 委託できる部分について検討し、可能なかぎり積極的に委託する。

管 理 運 営 費 施設の老朽化に伴い、複数年度にわたり大規模な改修を検討

職 員 給 与 費 市長部局の制度に準じる。

そ の 他 の 取 組 未反映の取組や今後検討予定の取組なし。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る

収 入 増 加 の 取 組
将来の設備更新のための基金積立を国債等で運用し、運用利子を収入にあてている。

そ の 他 の 取 組 未反映の取組や今後検討予定の取組なし。

投 資 の 適 正 化 長期の更新計画を策定し、単年度の投資額が過大にならないよう調整している。

企 業 債 未反映の取組や今後検討予定の取組なし。

繰 入 金 未反映の取組や今後検討予定の取組なし。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

そ の 他 の 取 組 未反映の取組や今後検討予定の取組なし。

料 金
水道料金に準じた利用料金を設定しているため、水道料金や消費税の変動や社会経済情勢の変化に合

わせ、料金単価の見直しを行う。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数 常時稼働、利用施設数18件

民 間 活 用 現在、設備の保守点検、月々の検針業務については委託を行っている。



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事 業 の 意 義 、 提 供 す る

サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

武雄市給湯事業は、武雄市の観光振興やその他住民福祉の向上に重要な役割を担っていることから、

安定的に継続して供給する必要がある。

公営企業として実施する

必 要 性

本市では現在、武雄市給湯事業特別会計を設置し、事業を行っており、一般会計の繰入金もなく、健

全な経営を継続している。今後見込まれる大規模な更新にもこれまでの基金積立により対応すること

ができるが、九州新幹線西九州ルート開業による増加する見込みである新規給湯施設への整備が今後

必要となり、不定期に大規模工事を行う可能性がある。

完全民営化、民間企業への事業譲渡等については、新規給湯施設のための整備が一定の目途がつき次

第検討を行う。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え方について記載すること（検

証内容、頻度、体制（第三者も含むかどうか）、公表方法やその結果をどう反映させていくのかも記載）。

毎年度の決算期において、進捗状況の確認作業を実施。また、5年ごとの投資・財政計画の見直しを検

討。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 18,980 17,949 15,438 15,160 16,165 17,160 18,160 18,620 19,114 19,635 20,155 20,176 20,197

（１） (B) 18,862 17,822 15,278 15,000 16,000 17,000 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000 20,000 20,000

ア 18,862 17,822 15,278 15,000 16,000 17,000 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000 20,000 20,000

イ (C)

ウ

（２） 118 127 160 160 165 160 160 120 114 135 155 176 197

ア

イ 118 127 160 160 165 160 160 120 114 135 155 176 197

２ (D) 5,783 7,489 9,470 10,166 7,333 10,321 9,487 8,412 7,542 8,446 7,589 8,491 7,600

（１） 5,196 6,441 8,726 9,386 6,691 9,571 8,691 7,571 6,691 7,571 6,691 7,571 6,691

ア

イ 5,196 6,441 8,726 9,386 6,691 9,571 8,691 7,571 6,691 7,571 6,691 7,571 6,691

（２） 587 1,048 744 780 642 750 796 841 851 875 898 920 909

ア

イ 587 1,048 744 780 642 750 796 841 851 875 898 920 909

３ (E) 13,197 10,460 5,968 4,994 8,832 6,839 8,673 10,208 11,572 11,189 12,566 11,685 12,597

1 (F) 3,000 22,000 3,000

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 3,000 22,000 3,000

２ (G) 842 1,672 1,705 1,373 12,000 9,000 30,000 12,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

（１） 842 1,672 1,705 1,373 12,000 9,000 30,000 12,000

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 842 △ 1,672 △ 1,705 △ 1,373 △ 9,000 △ 9,000 △ 8,000 △ 9,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,000

令和12年令和11年

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和8年 令和9年 令和10年

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和12年令和11年本年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年

(J) 12,355 8,788 4,263 3,621 △ 168 △ 2,161 673 1,208 10,572 10,189 11,566 10,685 11,597

(K) 11,118 9,127 4,160 2,161 165 160 160 120 11,114 11,135 11,155 11,176 11,197

(L) 2,319 3,556 3,217 3,320 4,780 4,447 2,126 2,639 3,727 3,185 2,239 2,650 2,159

(M)

(N) 3,556 3,217 3,320 4,780 4,447 2,126 2,639 3,727 3,185 2,239 2,650 2,159 2,559

(O)

(P) 3,556 3,217 3,320 4,780 4,447 2,126 2,639 3,727 3,185 2,239 2,650 2,159 2,559

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 18,862 17,822 15,278 15,000 16,000 17,000 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000 20,000 20,000

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込
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収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 328 240

赤 字 比 率 （ ×100 ）

253 232 266 238

地方財政法施行令第 16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

163 149 220 166 191 221

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計


